
平成１９年度 行政コスト計算書 
 
本市の行政サービスのうち、福祉サービスの提供や施設の運営、ごみ収集といった資産形

成には結びつかないサービスに係る経費と、その行政サービスの対価として得られた収入

金等の財源を対比させた財務諸表です。 
 
本市の平成１９年度行政コストの総額は２２，５０２，６０７千円で、住民一人当たりに

かかった行政コストは３０９，４６７円となっています。 
 

性性性質質質別別別ののの行行行政政政コココススストトト   
 

その他コスト,
654,724

移動支出的なコスト,
6,853,469

物にかかるコスト,
9,186,086

人にかかるコスト,
5,808,328

 
 
① 人にかかるコスト 
人件費及び退職給与引当金の増加分を計上しています。 
平成１９年度は５，８０８，３２８千円で、２５．８％を占めています。 
 
② 物にかかるコスト 
物件費、維持補修費、原価償却費を計上しています。減価償却費は、実際の支出は伴いま

せんが、資産の減価償却分にかかる行政コストとして把握しているものです。 
平成１９年度は９，１８６，０８６千円で、４０．８％を占めています。 

平成１９年度性質別行政コストの内訳 



③ 移転支出的なコスト 
扶助費、補助費等、繰出金、県以外の団体などの資産形成に交付した補助金を計上してい

ます。 
平成１９年度は６，８５３，４６９千円で、３０．５％を占めています。 
 
④ その他のコスト 
災害復旧事業費、失業対策事業費、公債費（利子分）のほかに、本来その年度に収入すべ

きであるが徴収できなかった不能欠損額を計上しています。 
平成１９年度は６５４，７２４千円で、２．９％を占めています。 

目目目的的的別別別ののの行行行政政政コココススストトト   

議会費, 353938

公債費, 609100

災害復旧費, 6994

教育費, 3498860
消防費, 1062593

土木費, 2415781

商工費, 428291

農林水産費, 1740919

労働費, 37616

衛生費, 2242057

諸支出金, 0
不能欠損額, 38630

総務費, 3288467

民生費, 6779361

 
行政コストを目的別に見ると、民生費が６，７７９，３６１千円（３０．１％）で最も多

く、次いで教育費３，４９８，８６０千円（１５．５％）、総務費３，２８８，４６７千円

（１４．６％）の順となっています。 
また、市債の利子分である公債費は６０９，１００千円で、全体の２．７％を占めていま

す。 



市市市民民民一一一人人人当当当たたたりりりののの行行行政政政コココススストトト   
市民一人当たりの行政コストの総額は３０９，４６７円となっています。 
性質別では、人にかかるコストに７９，８７９円、物にかかるコストに１２６，３３２円、

移動支出的なコストに９４，２５２千円、その他コストに９，００４円となっています。 
 

行行行政政政コココススストトトののの財財財源源源   
行政コストの財源は、地方税や地方交付税等の一般財源が１８，１１３，８５０千円（８

０．５％）、国庫（県）支出金が２，７０３，７９８千円（１２．０％）、使用料・手数料

等で１，６３１，８３８（７．３％）となっています。 
 
 

行行行政政政コココススストトト計計計算算算書書書ののの活活活用用用にににつつついいいててて   
「人にかかるコスト」や「物にかかるコスト」など、性質別・目的別について市民一人当

たりのコストを計算することによって、他団体とのコスト比較を行うことができます。 
同じ行政サービスを提供するにしても、市が自らその活動を行えば人件費の割合が大きく

なる一方で、外部の団体等に委託した場合は物件費の割合が高くなります。このように、

行政サービスの提供方法により、コスト構造は異なることになります。 
また、行政コスト計算書（一年間の行政活動のコスト）とバランスシート（年度末の資産・

負債の状況）により、企業会計的な面から市の年間の行政サービス活動の全体や財政状況

について把握することができるようになります。 


